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１　問題の設定
本稿は、競争停止型垂直制限（再販売価格拘束、販売地域の制限、販売
方法の制限等）の弊害要件に係る「流通・取引慣行に関する独占禁止法上
の指針」（以下「GL」という。）の判断基準・判断方法について、独占禁
止法上の弊害要件に係るより一般的な判断基準・判断方法（以下「一般的
な枠組み」という。）と整合させるとの問題意識から整理・検討する（こ
のため、GLに関連するその他論点を網羅的に取り上げるものではない。）。
以下、２においてGL第１部２・３（以下「GL総論」という。）で示さ
れた判断基準・判断方法（以下「GL総論の枠組み」という。）を一般的な
枠組みと整合的となるよう整理した上で、３においてGL総論の枠組みと
GL第１部第１及び第２で示された各行為類型別の記載（例えば、再販売
価格拘束に係る「原則として・・・違法となる」との記載）との関係を整
理・検討する。次いで、４において実際の違反事件及び相談事例に係る公
取委の法適用をGL総論の枠組みに沿って理解・説明する。最後に、５に
おいて今後の課題を挙げる。
なお、本稿は、垂直制限のうち競争停止型の行為類型のみを対象とする
（他者排除型の行為類型を含まない。本稿は、競争停止型の行為類型のみ
を指して「垂直制限」という。）。
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２　GL総論の枠組みの整理
　（１）整理の視点
　 　以下で、GL総論の枠組みを一般的な枠組みと整合するよう整理す
る。
　 　本稿での一般的な枠組みは、①検討対象市場を画定した上で、②検
討対象市場で反競争性をもたらすか否か、③反競争性を正当化する理
由（正当化理由）があるか否かを順次検討するものである（1）。
　（２）検討対象市場の画定
　 　一般的な枠組みにおいて、検討対象市場は、原則として需要者に
とって代替性がある範囲で画定される。代替性がある範囲は前提とす
る需要者によって異なり、検討対象市場は需要者に応じて画定され得
る。例えば、一般的な需要者（垂直制限の対象であるブランド（以下
「対象ブランド」という。）に強い選好を有しないものを含む需要者）
を前提として対象ブランドとその他ブランドの間でブランド間競争が
行われる場（以下「ブランド間市場」という。）を検討対象市場とす
るほか、対象ブランドに強い選好を有する需要者を前提として対象ブ
ランドに係る競争（ブランド内競争）が行われる場（以下「ブランド
内市場」という。）を検討対象市場とすることができる。
　 　GL総論は、検討対象となる競争の場を想定しているが、検討対象
市場の画定方法を明示していない。ここでは、一般的な枠組みと同様
の検討対象市場の画定方法を採用したものと理解しておきたい（2）。
　（３）反競争性
ア　市場支配力の形成等への着目
　 　一般的な枠組みは、市場支配力の形成・維持・強化及びそのおそれ
（1）　本稿は、一般的な枠組みとして、白石忠志「独占禁止法（第３版）」（有斐閣、2016
年）（以下「白石・独占禁止法」という。）の整理（「…弊害要件が満たされるのは、『市
場において、正当化理由なく反競争性がもたらされる』ような場合である…」）（23
頁）に基づいている。この整理は、実務・学説で概ね共通したものであろう。
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（以下、これらをまとめて「市場支配力の形成等」という。）を反競争
性と捉える。すなわち、不当な取引制限（独占禁止法２条６項）・私
的独占（同条５項）・株式保有規制（同法10条）等の「競争を実質的
に制限する」は、市場支配力の形成・維持・強化をその構成要素と
し、自由競争減殺型の不公正な取引方法（同法２条９項）の「公正な
競争を阻害するおそれ」・「不当に」・「正当な理由がない」は、それら
のおそれをその構成要素としている。ここでの市場支配力は、特定の
事業者（ら）がその意思である程度自由に価格、品質、数量、その他
各般の条件を左右できることを意味する（3）。
　 　GL総論は、垂直制限の反競争性（GLの用語でいえば「競争を阻害
する効果」）を「ブランド内競争の減少・消滅」（「当該行為の相手方
とその競争者間の競争が妨げられ（る）」こと）によって「価格維持
効果が生じる場合」と捉えている。そして、「価格維持効果が生じる
（2）　GLは、「需要者にとっての代替性という観点」から「市場」を画定するとしている
（GL第１部３（４））。しかし、その「市場」は、弊害要件該当性が検討される場と
しての市場（検討対象市場）と位置付けられていない（GL該当箇所は、「市場にお
ける有力な事業者」の判断基準を述べる。）。
　　　また、GLは、公正競争阻害性判断に当たって「当該行為に係る取引及びそれによ
り影響を受ける範囲」（GL第１部３（１））を前提とする。しかし、これは、一般的
な枠組みでの検討対象市場と異なる。価格協定事例や入札談合事例での検討対象市
場は、「違反者のした共同行為が対象としている取引及びそれにより影響を受ける範
囲」として画定されている。これら事例では、需要者にとって代替性がある範囲と
「対象としている取引及びそれにより影響を受ける範囲」が原則として一致すること
から、このような画定方法を許容し得る（白石・独占禁止法50‐51頁）。しかし、垂
直制限において同様に考えられない。
　　　以上のとおり、GL総論の枠組みでの検討対象市場の画定方法は、明らかではない。
しかし、本稿は、GL総論の枠組みを一般的な枠組みと整合させるとの問題意識に基
づき本文のように理解した。川濱昇「『流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針』
の改正について」（公正取引803号34頁）は、GLでは「厳密な市場画定を出発点とは
せず」、垂直制限で影響を受けた範囲で需要と供給の代替性がもたらす効果を含めて
競争阻害効果を検討するとの手順が採られているところ、市場画定を前提とする判
断と「実際の帰結に大差はない」とされる（38頁）。
（3）　白石・独占禁止法26頁・343頁、泉水文雄「経済法入門」（有斐閣、2018年）（以下
「泉水・経済法入門」という。）48‐49頁・195‐196頁
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場合」とは、「当該行為の相手方がその意思で価格をある程度自由に
左右し、当該商品の価格を維持し又は引き上げることができるような
状態をもたらすおそれが生じる場合」（GL第１部３（２）イ）として
いる（4）（5）。これは、対象ブランド（「当該商品」）に係る市場支配力の
形成等をもたらすことである。以上によれば、GL総論の枠組みは、
ブランド内競争の減少・消滅を通じて対象ブランドに係る市場支配力
の形成等をもたらすことを反競争性と捉えている（6）。
　 　GL総論の枠組みは、反競争性を市場支配力の形成等と捉える点で
一般的な枠組みと同一である。ただし、これを対象ブランドに係るも
のと捉える点で議論がある（この点について後記エで整理・検討す
る。）。
イ　反競争性判断の考慮要因
　ア ）一般的な枠組みは、反競争性を市場支配力の形成等と捉えつつ、
その有無を市場支配力に対する牽制力の有無・その程度等に基づき
判断する（7）。
　　 　GL総論は、垂直制限の反競争性（対象ブランドに係る市場支配
力の形成等）について、①ブランド間競争の状況、②ブランド内競
（4）　GLの記載は、垂直制限の相手方が「その意思で価格をある程度自由に左右」でき
るとの状態に着目している。違反行為主体は、垂直制限を行った行為者であるか
ら、行為者が当該状態をもたらすことを反競争性と理解することになる。
（5）　GLは、価格に係る市場支配力に着目するようにみえるが、その他競争変数（品質、
数量その他各般の取引条件）に係るものを排除する趣旨ではない。この点について
は、白石・独占禁止法408頁、泉水・経済法入門298頁・307頁。
（6）　平成27年GL改正時に公表された「（別紙２）意見の概要及びそれに対する考え方」
（平成27年３月30日）（以下「平成27年考え方」）85番の公取委回答は、反競争性を
対象ブランドに係る価格維持効果（市場支配力の形成等）と捉えることを示してい
る。これに対して、白石・独占禁止法は、「市場全体の『商品』の価格が維持される
おそれがあるときに初めて、問題となると考えるべきであろう」（408頁）と批判さ
れる。この点は、本文後記のブランド間市場を前提とした上でブランド間競争に対
する弊害を反競争性の内容とするべきか否かの論点と関連すると思われる。
（7）　反競争性判断の考慮要因を牽制力の観点から統一的に説明するものとして白石・独
占禁止法70頁。
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争の状況、③垂直的制限行為を行う事業者の市場における地位、④
垂直的制限行為の対象となる取引先事業者の事業活動に及ぼす影
響、⑤垂直的制限行為の対象となる取引先事業者の数及び市場にお
ける地位を考慮しつつ判断するとしている（GL第１部３）。
　　 　これらの考慮要因は、以下のとおり、牽制力の有無・程度等に係
るものとして理解され得る。すなわち、それらは、ブランド内の牽
制力（ブランド内競争）とその他ブランドからの牽制力（ブランド
間競争）を考慮要因とするものである。
　イ ）ブランド内競争は、対象ブランドに係る市場支配力の形成等を制
約するもの＝ブランド内の牽制力となる。ブランド内競争が十分に
機能するならば、対象ブランドに係る市場支配力の形成等が生じな
い。ブランド内競争の有無・程度は、垂直制限の内容・範囲・強度
等によって判断される。GLが挙げる前記②～⑤の考慮要因は、こ
の意味での牽制力に係るものである。この観点から考慮要因を整理
すれば、以下のとおりである。
　　α ）垂直制限の内容がより重要な競争変数を・より直接に制限する
ならば、ブランド内競争がより弱くなる。例えば、再販売価格拘
束は、価格競争をより直接に制限することから、ブランド内競争
をより減少させる。
　　β ）垂直制限の対象者がより広範囲である／その重要性がより高いな
らば、ブランド内競争がより弱くなる。例えば、より多数の取引先
に対する制限／より強い牽制力を有する取引先（低価格販売を行う
事業者等）に対する制限は、ブランド内競争をより減少させる（8）。
（8）　例えば、一部の取引先事業者に対する再販売価格拘束が違法とならない可能性に
ついて長澤哲也・森本祐介「流通・取引刊行ガイドラインの改正と実務上の留意点」
（公正取引776号22頁、26頁）。
　　　なお、同論文は、公取委がこの場合であっても適法になるとは認めていないとされ
るが、公取委の違反事件において、一部の取引先事業者に対する垂直制限の反競争性
は、当該取引先事業者の重要性等を踏まえて判断されている（後記４（２）参照。）。
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　　γ ）垂直制限の拘束性の程度がより強い／その期間がより長いなら
ば、ブランド内競争がより減少する（9）。
　ウ ）ブランド内競争制限は、その他ブランド（輸入・参入を含む）か
らの牽制力（ブランド間競争）が十分に機能しない場合、対象ブラ
ンドに係る市場支配力の形成等をもたらす。ブランド間競争が十分
に機能すれば、対象ブランドに係る市場支配力の形成等をもたらさ
ない。
　　 　GL総論は、ブランド間競争が十分に機能しない状況を反競争性
の前提としており、GLが挙げるブランド間競争の状況（GLが掲げ
る前記①・③の考慮要因）は、この意味での牽制力に係るものであ
る（10）（11）（12）。
　　 　なお、ブランド間競争は、対象ブランドに係る市場支配力の形成
等をもたらさない程度に機能することを要する（ブランド間競争の
（9）　GL総論の枠組みは、垂直制限の拘束性が強いことそれ自体を反競争性の内容とす
るものではない。ここでは、そのことがブランド内競争（ブランド内の牽制力）を
より減少させること、ひいては、対象ブランドに係る市場支配力の形成等に寄与す
ることに着目している。
（10）　GLは、「例えば、市場が寡占的であったり、ブランドごとの製品差別化が進んで
いて、ブランド間競争が十分に機能しにくい状況の下で、市場における有力な事業
者によって厳格な地域制限が行われる」場合に「価格維持効果が生じる」としてい
る（GL第１部３（２）イ）。GL総論は、厳格な地域制限を例示としており、寡占又
は差別化によってブランド間競争が十分に機能しない状況を一般に「価格維持効果
が生じる」ための前提としていると理解すべきである。
（11）　佐久間正哉編著「流通・取引慣行ガイドライン」（商事法務、2018年）（以下「佐
久間・ガイドライン」という。）は、「ブランド間競争の状況を踏まえた上でブラン
ド内競争への影響が判断されることとなる」とした上で、「…ブランド間競争が機能
している場合には、当該ブランドの商品を巡る価格競争が阻害されることにはなら
ないであろう」（41頁・42頁）とされる。同書は、その他箇所でもブランド間競争が
十分に機能しない状況で公正競争阻害性が認められる旨の記述をしている。このこ
とは、GLがそのような状況を前提として価格維持効果を認めることを示唆している。
（12）　ブランド内競争制限をもってブランド間競争が十分に機能しないことを推定する
との考え方がある。このことは、再販売価格拘束のように、ブランド内競争を直接
に制限し、かつ正当化理由を想定しにくい類型に当てはまるが、垂直制限全般に当
てはまらない。GL総論は、この考え方を一般的には採用していないとみられる。
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存在が直ちに反競争性を否定するものではない。）。
　　 　一般に、次のような場合にブランド間競争が弱くなると考えられ
ており、GL総論も、このことを前提としている。
　　α ）対象ブランドを購入する需要者が商品差別化等に基づき当該対
象ブランドに強い選好を有している（当該需要者にとってその他
ブランドの代替性が低い）場合（13）
　　β ）行為者又は対象ブランドが非常に有力である場合（このため、
その他ブランド供給者の競争能力が弱い場合）
　　γ ）ブランド間で協調が存在し、その他ブランド供給者の競争意欲
が弱い場合
ウ　反競争性の程度（濃淡）の存在
　 　以上のとおり、ブランド間競争が十分に機能しない状況でブランド
内競争制限が対象ブランドに係る市場支配力の形成等をもたらすとこ
ろ、その判断においてブランド内の牽制力（ブランド内競争）／その
他ブランドからの牽制力（ブランド間競争）が考慮要因となる。この
際、それらの牽制力は、強・弱の程度を有するため、それらに基づく
反競争性判断は、強・弱の程度（濃淡）をもった判断とならざるを得
ない（例えば、「弱い程度で反競争性がある」との判断になる。）。
　 　GL総論の枠組みは、明示的でないものの、反競争性の程度（濃淡）
を前提としている（この点は、後記のとおり、正当化理由判断に関連
して改めて言及する。）。
（13）　対象ブランドに強い選好を有する需要者が存在する場合であっても、対象ブラン
ドの価格引上げに応じて、当該需要者以外の多数の需要者がその他ブランドを購入
する（対象ブランドを購入しなくなる）とき、対象ブランドに係る市場支配力の形
成等が牽制される（当該需要者以外の需要者に対するブランド間競争が当該需要者
に対する市場支配力の形成等を困難にする。この事態は、白石・独占禁止法が指摘
する「新幹線・飛行機問題」（80‐81頁）と同一であろう。）。このため、ブランド間
競争が十分に機能しない状況であることは、相当数の需要者が対象ブランドに強い
選好を有することを要するであろう。なお、この論点につき後記注27参照。
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エ　ブランド間競争と反競争性の関係
　ア ）GL総論の枠組みは、垂直制限の反競争性として、ブランド内競
争制限による対象ブランドに係る市場支配力の形成等に着目してい
る。これに対して、ブランド内競争制限のみでは反競争性を基礎づ
け得ない（垂直制限がブランド間競争に対して弊害を与えることが
必要である）旨の批判がある（14）。以下で、この批判に対応しつつGL
総論の枠組みの一応の正当性を基礎付けたい。その前提として（議
論の混乱を回避するため）、次の点を改めて確認しておきたい。
　　α ）GL総論の枠組みは、ブランド間競争が十分に機能しない状況
を前提として反競争性を認める。このため、ブランド間競争を考
慮しない旨の批判は、GL総論の枠組みに当てはまらない。
　　β ）GL総論の枠組みは、対象ブランドに係る市場支配力の形成等
を反競争性としており、ブランド間競争に対する弊害を要求して
いない（ブランド間競争は、前記のとおり対象ブランドに係る市
場支配力の形成等に対する牽制力として、又は後記で示すとおり
正当化理由として考慮要因になる。）。
　　　‐  ⅰ）反競争性は、ブランド間市場全体での競争停止を前提と
せずに認められる（GL総論の枠組みは、対象ブランドに対す
るブランド間競争が十分に機能しない状況を前提としている
が、このことは、ブランド間市場全体の競争が停止している
状況を前提とするものではない。）（15）。
（14）　例えば、平成27年考え方５番、15番、18番等に記載された意見。平成29年GL改正
時に公表された「（別紙２）意見の概要及びそれに対する考え方」（平成29年６月16日）
（以下「平成29年考え方」）19番に記載された意見。
（15）　やや具体的に言い換えれば、GL総論の枠組みは、垂直制限の対象ブランドＡが差
別化されており、その他ブランドＢ・ＣがＡに対する牽制力として機能しない状況
を前提としてＡに係る市場支配力の形成等を反競争性とする。このことは、Ｂ・Ｃ
間の競争を含めたブランド間市場全体の競争が停止していることを要求するもので
はない。当該状況ではブランド間市場全体の競争が活発でないことが多いであろう
が、そのことは、経験則上当然に推定され得るものでもなく、反競争性の前提とさ
れていない。
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　　　‐  ⅱ）対象ブランドに係る市場支配力の形成等がブランド間競
争の緩和をもたらすことがあり得る。しかし、GL総論の枠組
みは、このことを要求していない（16）。
　イ ）対象ブランドに係る市場支配力の形成等は、対象ブランドを購入
する需要者の競争利益を損なう。この際、ブランド間競争のみを保
護する（ブランド間競争に対する弊害を反競争性とする）ことは、
当該需要者の競争利益を保護しないことを意味する。
　　 　対象ブランドに係る競争利益を保護するか／ブランド間競争によ
る競争利益のみを保護するかは、価値判断を要する。GL総論の枠
組みは、対象ブランドに係る競争利益をとりあえず保護に値するも
のと捉えて、その侵害をもって反競争性を認めるものであろう。こ
のような価値判断があり得るとすれば、対象ブランドに係る市場支
配力の形成等を反競争性と捉えることに実質的（利益状況を考慮し
た上での）正当性があり得る。
　ウ ）前記批判は、市場支配力の形成等が市場全体の競争停止によって
（16）　経済理論によれば、ブランド内競争制限は、ブランド間の戦略的補完関係・寡占
的協調を前提としてブランド間競争の緩和をもたらし得る（柳川隆・川濵昇「競争
の戦略と政策」（2006年、有斐閣、248‐249頁））。また、競争法学説は、このよう
な経済理論を踏まえて垂直制限によるブランド間競争の緩和に着目する（例えば、
川濵前掲（注２）は、「川上レベルの競争緩和」を指摘される（41頁）。）。このように、
ブランド内競争制限がブランド間競争の緩和をもたらすことをもって反競争性を認
めるとの捉え方もある。しかし、ブランド内競争制限によるブランド間競争の緩和
は、立証を要する事項である（根岸哲「流通・取引慣行ガイドラインの見直しと新
たな課題」（公正取引736号２頁、７頁）は、再販売価格拘束の反競争性について「ブ
ランド間の価格競争の回避効果が認められることが必要なはずである」とした上で、
ブランド内の価格競争の回避効果からブランド間の価格競争の回避効果が生じ得る
としても、「そのことの立証が必要なはずである」とされる。）ところ、GL総論は、
ブランド内競争制限によるブランド間競争の緩和を明示的に・直接的に要求してい
ない（この際、前者から後者を推定しているとの理解もあり得るが、この関係は、
経済理論上／経験則上、当然に成立しない（個別具体の市場状況・競争関係の実態
等による）。）。
　　　以上を踏まえれば、GLがブランド内競争制限によるブランド間競争の緩和を反競
争性の内容としていないと理解した。川濵前掲も、GLにおいて「これらの理論的展
開は・・・直接盛り込まれていない」とされる（同頁）。
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生じることを前提とした上で、ブランド間市場を画定すればブラン
ド間市場全体の競争停止が論理的に必要となると考えるものであろ
う（17）。
　　ａ ）対象ブランドに係る市場支配力の形成等は、対象ブランドを購
入する需要者にとってブランド間競争が十分に機能しない状況で
あることを前提としている。このことが当該需要者にとってその
他ブランドが対象ブランドと代替的でないことを意味するなら
ば、ブランド内市場を画定できる。ブランド内市場を前提とすれ
ば、対象ブランドに係る市場支配力の形成等をもって反競争性を
認めることに論理的不整合がない。
　　ｂ ）ブランド内市場を画定しない（ブランド間市場を画定する）場
合であっても、対象ブランドに係る市場支配力の形成等を反競争
性とすることは、一般的な枠組みと整合的であり得る。
　　　α ）一般的な枠組みを改めて整理しておこう。一般的な枠組み
は、反競争性を行為者（ら）による市場支配力の形成等とした
上で、行為者（ら）外部からの牽制力が十分機能しない状況で、
行為者（ら）内部の競争停止（内部の牽制力低下）をもたらす
ことをもって‐行為者（ら）の外部との競争に弊害を与えな
い場合であっても‐反競争性を認めている。
　　　　 　このことを、特定ブランドに係る小売価格カルテル、商品が
差別化されている場合の企業結合を例として確認しよう（18）。
（17）　根岸哲・前掲（注16）は、ブランド間市場を前提としつつブランド内競争制限の
みをもって反競争性を認める考え方について、「論理的に矛盾しないのであろうか」
と問題提起される（同批判は、明示的には再販売価格拘束を対象としたものである
が、垂直制限一般に妥当するものと思われる。）。
（18）　本文で挙げる事例のほか、パラマウントベッド事件・公取委平成10年３月31日勧
告審決（審決集44巻362頁）が参考事例となる。同事件は、支配行為を独立の違反行
為としているところ、当該支配行為は、ブランド間競争（その他医療用ベッド製造
業者との間の競争）が機能しない状況で、対象ブランド（パラマウントベッド）に
係るブランド内競争制限をもってブランド間市場（財務局発注の特定医療用ベッド
の取引分野）での市場支配力の形成等をもたらすと構成している。
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　　　　①特定ブランドに係る小売価格カルテルでの反競争性の捉え方
　　　　 　一般的な枠組みは、特定ブランドに係る小売価格カルテルに
ついて、その他ブランドからの牽制力（ブランド間競争）等を
考慮した上で、当該特定ブランドに係る市場支配力（ブランド
内競争制限）の形成等が生じるか否かによって、その反競争性
を判断する。この際、同小売価格カルテルがブランド間競争に
弊害（ブランド間市場でのブランド間競争制限）を与えること
を要求しない（19）。
　　　　 　なお、再販売価格拘束は、‐事実関係によって‐メーカー
（ハブ）を仲介とした販売業者（スポーク）間の価格カルテル（い
わゆるハブ・アンド・スポーク型カルテル）と構成し得る。そ
れは、メーカーの関与を通じて販売業者間に価格に関する相互
（19）　平成29年考え方は、小売業者による小売価格カルテルを例としてブランド内競争
制限をもって反競争性を認め得る旨の意見（21番）を掲載している。同意見は、同
小売価格カルテルについて、ブランド間競争があった場合でもブランド内競争の減
少・消滅をもって反競争性を認め得るとするようである。しかし、この理解は、一
般的な枠組みと異なる（ブランド間競争が十分に機能するならば、当該特定ブラン
ドに係る市場支配力が形成されないから反競争性がない。）。ただし、同小売価格カ
ルテルは、ブランド間競争が十分に機能する状況で締結されないため、その存在自
体からブランド間競争が十分に機能しない状況を推定させる。そして、その推定を
前提とすれば、ブランド内競争の減少・消滅をもって直ちに反競争性を認め得ると
いえよう。
　　　なお、小売業者による特定ブランド商品に係る小売価格カルテルがいわゆるハー
ドコアカルテルとして原則として弊害要件該当性を有するとの理解が一般的であろ
うと思われるが、この理解は、ブランド間競争が十分に機能していないとの推定を
前提としている。
　　　いずれにしても、この場合、ブランド内競争制限による対象ブランドに係る市場
支配力の形成等に着目して反競争性を捉える点に異論ないであろう。
　　　例えば、小売価格カルテルの事例ではないが、ハマナカ手芸糸価格決定事件・公
取委昭和44年４月18日勧告審決（審決集16巻10頁）は、事業者団体による特定ブラ
ンドの卸売価格カルテルを独占禁止法８条４号違反としたものである（この事例に
おいては、「ハマナカ商品は、手編み・手芸糸の中ではきわめて有力な地位にある」
こと（ブランド間競争が十分に機能しない状況を推測させる事実）及び「（引用者注：
事業者団体構成員が）地区内の小売店に供給されるハマナカ商品のほとんどすべて
を販売している」こと（ブランド内競争の減少・消滅）が認定されている。）。
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認識・認容の状態（黙示の合意がある状態）を作り出すものと
いえる。そのような構成を前提とすれば、再販売価格拘束の反
競争性を特定ブランドに係る小売価格カルテルの反競争性と類
比的に捉え得る。
　　　　② 企業結合GL「商品が差別化されている場合」の反競争性の
捉え方
　　　　 　企業結合GLは、「商品がブランド等により差別化されている
場合、代替性の高い商品を販売する会社間で企業結合が行わ
れ、他の事業者が当該商品と代替性の高い商品を販売していな
いときには、当事会社グループが当該商品の価格等をある程度
自由に左右することができる状態が容易に現出し得るので、水
平型企業結合が、一定の取引分野における競争を実質的に制限
することとなる」としている。
　　　　 　このことは、その他事業者との代替性が小さい（その他事業
者の牽制力が弱い）状況で、当事会社グループ内の競争停止に
よって市場支配力が形成されることに反競争性を認めるもので
ある。この際、当該水平型企業結合が当事会社グループに属し
ないその他事業者間の競争に弊害を与えること（＝市場全体の
競争停止をもたらすこと）が要求されていない（20）。
　　　β ）競争法は、伝統的に市場全体の競争停止によって初めて市場
支配力の形成等が生じると理解してきた（市場全体の競争停止
≒市場支配力の形成等）。しかし、最近の考え方は、市場支配
力の形成等（それを可能とする牽制力の不存在・弱さ）に直接
に着目することで、市場全体の競争停止を反競争性の前提とし
ない（このことが市場シェア算定、ひいては市場画定の不要論
（20）　泉水・経済法入門は、この場合、当事会社の市場シェアがより小さくても問題と
なり得る（競争の実質的制限の蓋然性が認められ得る）とされる（61頁）。
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を惹起している（21）。）。このような一般的な枠組みにおいては、
市場全体の競争停止は、市場支配力の形成等に対する牽制力の
弱さを基礎付ける事実の一つにとどまる。このことは、市場支
配力の形成等を反競争性と捉える限り、論理的にあり得るであ
ろう。
　　　　 　以上のように理解した場合、GL総論の枠組みは、一般的な枠
組みと整合性を有しており、論理的矛盾を含まないように思わ
れる。
　（４）正当化理由
ア 　一般的な枠組みは、反競争性に対する正当化理由の有無を目的の正
当性と手段の必要性・相当性の観点から判断する。例えば、効率性向
上による競争促進効果は、正当な目的とされる（22）。また、手段の必要
性・相当性は、目的との関連性の程度、その他手段の有無、反競争性
との比較衡量等に基づき判断される。正当化理由がないことは、前記
規定の文言（「競争を実質的に制限する」・「公正な競争を阻害するお
それ」・「不当に」「正当な理由がない」）に、その構成要素として内包
されていると理解される。
　 　反競争性との比較衡量の方法・基準は、明確ではないが、少なくと
も、反競争性の程度と正当化理由の程度を相関的に判断し、より強い
程度・より具体的な反競争性を正当化するためにより強い程度・より
具体的な正当化理由を要する（反競争性の程度がより弱い・より抽象
的である場合、より弱い・より抽象的な正当化理由で足りる）ことに
なろう（ただし、反競争性が弱い程度であっても認定できることが前
（21）　白石・独占禁止法は、「…市場支配的状態の成否と、市場シェアや市場集中度と
は、直接の関係をもたない」（82頁）とされる。金井貴嗣・川濵昇・泉水文雄編著「独
占禁止法（第６版）」（以下「金井ほか・独占禁止法」）は、商品が差別化されている
場合の企業結合規制について「伝統的な市場分析の限界」を指摘される（224‐225
頁）。
（22）　白石・独占禁止法97頁
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提となる。）（23）。
イ 　GL総論は、垂直制限による競争促進効果を考慮している（GL第１
部３（１）「競争を促進する効果（略）も考慮する」旨の記載等）。そ
こで挙げられた競争促進効果とは、対象ブランドに係る販売促進（情
報提供の確保・高品質に対する評判確保）等の効率性向上によって対
象ブランドの顧客獲得力を高めてブランド間競争の促進をもたらすこ
とである（GL第１部３（３））。GL総論は、明示していないが、効率
性向上によるブランド間競争促進を正当化理由と位置付けているもの
と理解できる。
　 　なお、一般的な枠組みにおいて、効率性向上による競争促進効果を
いずれの弊害要件（反競争性／正当化理由）で考慮すべきかについて
議論がある。GL総論の枠組みにおいては、反競争性を対象ブランド
に係る市場支配力の形成等と捉えて先行的に検討し、反競争性がある
ことを前提とした上で、その正当化理由としてブランド間競争促進を
考慮するとの段階的検討（それぞれを異なる段階で分析した上で総合
すること）を採用していると理解しておきたい（24）（25）。
ウ 　効率性向上によるブランド間競争促進を反競争性（対象ブランドに
係る市場支配力の形成等）に対する正当化理由とする場合、その根拠
（ブランド間競争促進が何故反競争性を正当化するか）が問題となる。
GL総論は、この点について明示に説明していないが、ブランド間競
争促進が対象ブランドの需要を増大させ消費者利益を増大させること
（23）　白石・独占禁止法は、「正当化理由の成否は、その事案での反競争性の大小と連動
し、そのような反競争性を起こしてでも実現すべきものであるかどうかによって決
まる…」（83頁）、「その行為によって達成される善と、それによって必要悪的に生じ
てしまう反競争性の弊害とを、比較衡量することになろう」（91頁）とされる。金井
ほか・独占禁止法は、公正競争阻害性に関連して、「比較衡量の基準は、結果として
消費者を害する危険性があるか否かということになろう。当該行為の競争回避効果
…が顕著である時は、よほどの効率性向上効果がない限り正当化される余地はなか
ろう」（268頁注19）とされる。
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に着目している（GL第１部第１・２（２））。
　 　この点の理解としては、議論があり得るが、α）対象ブランドの需
要者に効率性向上の利益（対象ブランドの価格低下・品質向上等）が
もたらされること、β）その他ブランドの需要者を含む一般需要者に
ブランド間競争の競争利益がもたらされることを考慮しているものと
捉え得る（26）（27）（28）。
（24）　白石・独占禁止法は、反競争性判断と正当化理由判断の関係について「立証負担
の割り振りなど」の観点から「まずは分けて検討」する旨指摘される（83頁）。
（25）　ブランド間競争は、本文前記のとおり、反競争性判断でも考慮される。反競争性
判断でのブランド間競争は、対象ブランドに係る市場支配力の形成等に対する牽制
力（対象ブランドを購入する需要者の競争利益を保護するもの）として機能する。
これに対して、正当化理由判断でのブランド間競争促進は、対象ブランドの効率性
向上が対象ブランドの需要増大をもたらし、このことが対象ブランドとその他ブラ
ンドの競争を促進し、その他ブランドを購入する需要者を含む一般需要者の競争利
益を増大させるものとして機能する。
　　　長澤哲也・森本祐介前掲（注８）は、反競争性判断で考慮されるブランド間競争
を「ブランド内競争阻害への牽制力として機能し、競争阻害効果を判断する際の考
慮要素の１つ（評価障害的事実）」と位置付け、正当化理由判断で考慮されるブラン
ド間競争促進を「競争阻害効果が認められる垂直的制限行為の正当化理由（抗弁的
事実）」と位置付けられる（25頁）。
（26）　川濱昇「改正『流通・取引慣行ガイドライン』の位置づけ‐規制の明確化と再販
の『正当な理由』‐」（公正取引776号10頁）は、正当化理由について、「効率性の好
ましい効果をこのような競争促進効果という観点から見るか、それとも効率性それ
自体の便益を重視するかという良く知られた大問題」があるとされる。その上で、
「改正ガイドラインは、先例及び通説的見解と同様、前者の観点でとらえている」と
される（14頁）。
（27）　ブランド間競争促進は、前注13と同様の効果を通じて、対象ブランドの需要者に
対する市場支配力を弱めることがあり得る。このような効果も正当化理由の中で捉
えられる。
（28）　ブランド間競争促進による一般需要者が享受する競争利益の考慮は、極端に単純
化・図式化していえば、ブランド内競争制限による対象ブランドの需要者の競争利
益の侵害を、ブランド間競争促進による一般需要者の競争利益の増大をもって正当
化する面を有する。
　　　一般に、ある需要者の競争利益の減少をその他需要者の競争利益の増大をもって
補てんすることを認めるか否か（検討対象市場の反競争性を異なる市場での競争促
進効果で正当化できるか否か）との難問が存在している。実務・学説は、必ずしも
明確ではないが、一般にそのような正当化に消極的である（その立場によれば、ブ
ランド間競争促進が対象ブランドの需要者に対しても競争利益をもたらすこと（前
注13 ・27で挙げた効果）を重視することになる。）。これらについては、今後整理・
検討されるべき論点であろう。
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エ 　GLは、反競争性（対象ブランドに係る市場支配力の形成等）と正当
化理由（ブランド間競争促進）の比較衡量を想定している（29）。その方
法・基準を必ずしも明確にしていないものの、対象ブランドに係るよ
り強い・より具体的な市場支配力の形成等に対してより強い・より具
体的なブランド間競争促進効果を要求するものであろう（このことは、
前記の一般的枠組みのそれと同様である。）。このことは、例えば、
再販売価格拘束を反競争性が強い類型（「通常、競争阻害効果が大き
（い）」）とした上で、その正当化理由として「より競争阻害的でない他
の方法」がないことを要求する（30）とともに、「実際に
4 4 4
競争促進効果が
生じてブランド間競争が促進され、それによって当該商品の需要が増
大（する）」（傍点引用者）とのより強い・より具体的なブランド間競
争促進を要求する点（GL第１部第１・２（２））に表れている（31）。
オ 　以上のとおり、GL総論の枠組みは、一般的な枠組みと同様に、効
（29）　GL総論は、「公正かつ自由な競争が促進されるためには、…ブランド間競争とブ
ランド内競争のいずれか一方が確保されていれば他方が失われたとしても実現でき
るというものではない」とし、いずれかを優先的に考慮するとの考え方を否定して
いる。このことは、両者を比較衡量することを意味していると思われる。
（30）　GLは、再販売価格拘束以外の行為類型に係るブランド間競争促進の考慮について
「より競争阻害的でない他の方法」の有無を挙げていないように読める。しかし、そ
の考慮を否定するものではないだろう。公取委は、販売先の制限に係るSCE事件・
公取委平成13年８月１日審判審決（審決集48巻３頁）において、横流し禁止の目的
に合理性が認められるとしても、「競争制限効果の小さい他の代替的手段によっても
達成できる」ことから、その正当化を否定した。ただし、「より競争阻害的でない他
の方法」の有無の審査密度は、反競争性の程度と相関的になるかもしれない（反競
争性の程度がより強い・より具体的ならば、その有無の審査がより厳密に行われる
ことになるかもしれない。）。
（31）　再販売価格拘束の正当化理由として、競争促進効果・需要増大が「実際に」生じ
ることを要求する点に対して批判がある。本稿は、この点について、より強い・よ
り具体的なブランド間競争促進を要求するものと理解した。
　　　なお、GLは、選択的流通に係る制限／販売方法の制限においても、前者の反競
争性をより強いとした上で前者の正当化をより限定的に認めているようである。佐
久間・ガイドラインは、販売方法の制限と選択的流通に係る制限の内容が異なるた
め、「それなりの合理的な理由」（正当化理由）として要求される内容が異なること
を示唆している（145頁）。このことも、GLが反競争性と正当化理由を比較衡量して
いることを示唆するものと思われる（ただし、選択的流通に係る制限／販売法の制
限の対比で、類型的に前者の反競争性が強いとすることに議論があり得る。）。
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率性向上によるブランド間競争促進を正当な目的と捉えて、その目的
を達成する手段の必要性・相当性をその他手段の有無、反競争性とブ
ランド間競争促進の比較衡量等に基づき判断する。以下、関連する最
高裁判決との整合性を確認しておきたい。
　ア）和光堂粉ミルク事件最高裁判決との関係
　　 　和光堂粉ミルク事件最高裁判決は、「…行為者とその競争者との
間における競争関係が強化されるとしても、それが、必ずしも相手
方たる当該商品の販売業者間において自由な価格競争が行われた場
合と同様な経済上の効果をもたらすものでない以上、競争阻害性の
あることを否定することはできない」旨述べており、ブランド間競
争促進による正当化を否定しているように読める（32）。
　　 　しかし、同判決は、既に指摘されているとおり、効率性向上を前
提としないブランド間競争促進の主張に対応するものであって、
GL総論の枠組み（効率性向上によるブランド間競争促進を正当化
理由とするもの）に矛盾しない（33）。また、同判決は、対象ブランド
が差別化されていたこと・その他ブランドに係る再販売価格拘束が
並行的に存在したことから、反競争性の程度がより強い・より具体
的な事案に対するものであり、このことを前提として、ブランド間
競争促進それ自体が直ちには反競争性を正当化しない旨判断したと
理解され得る。そうであれば、GL総論の枠組みと不整合ではない。
　　 　なお、花王化粧品事件最高裁判決は、販売方法の制限による対象
ブランドのブランドイメージの保持が「化粧品市場における競争力」
（32）　粉ミルク（和光堂）事件・最判昭和50年７月10日（審決集22巻173頁、176頁）
（33）　川濱昇・前掲（注26）は、粉ミルク事件最高裁判決を、効率性向上と無関係な理
由での下位企業の地位強化を正当化理由としなかったものと理解される（19頁）。
また、長澤哲也・森本祐介・前掲（前注８）は、「和光堂最高裁判決を反対解釈する
と・・・ブランド間競争による競争促進効果が、ブランド内競争における競争阻害
効果を上回る特段の事情がある場合には、適法と判断される余地が残されている」
とされる（25頁）。
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を高めることに着目しており、ブランド間競争促進が正当化理由と
なり得ることを否定していない（34）。
　イ ）花王化粧品事件最高裁判決（「それなりの合理的な理由」）との関係
　　 　花王化粧品事件最高裁判決は、販売方法の制限について「それな
りの合理的な理由に基づくものと認められ、かつ、他の取引先に対
しても同等の制限が課せられている限り、それ自体としては公正な
競争秩序に悪影響を及ぼすおそれはな（い）」とした。
　　 　同判決調査官解説は、「それなりの合理的な理由」があって「同
等の制限が課せられている」場合でも「競争制限的効果をもたらす
例外的事情が主張、立証された場合」に公正競争阻害性が認められ
る余地があるところ、本件において、それら事情が認められなかっ
た（「公正競争阻害性を判断しうるだけの主張・立証もなく」）とし
ている（35）。すなわち、同最高裁判決は、反競争性が明らかでない状
況で、「それなりの合理的な理由に基づく（こと）」・「同等の制限が
課せられている（こと）」が正当化理由となり得る旨を示したもの
と理解され得る。より強い・より具体的な反競争性が主張・立証さ
れれば、それに対応した正当化理由が必要となる（「それなりの合
理的な理由」があって「同等の制限が課せられている（こと）」をもっ
て直ちに反競争性を正当化し得ない。）（36）。このような理解が可能で
あれば、GL総論の枠組みは、同判決と不整合ではない。
（34）　花王化粧品事件・最判平成10年12月18日（審決集45巻461頁、464－465頁）
（35）　最判解民事篇平成10年度（下）1000頁、1010頁及び1012－1013頁
（36）　花王化粧品事件最高裁判決と同様の判断を示した資生堂化粧品事件・最判平成10
年12月18日（審決集45巻455頁）について、宮井雅明「不公正な取引方法」（公正取
引810号16頁）は、「自由競争減殺が認められる確率が低い」との認識を前提に「そ
れなりの合理性」基準を提示したとされる（21頁）。
　　　天田弘人「不公正な取引方法における公正競争阻害性」（山崎恒・幕田英雄監修「論
点解説　実務独占禁止法」（商事法務、2017年　147頁）は、資生堂化粧品事件最高
裁判決とSCE事件審決を対比し、後者について、「販売段階での競争制限に結び付き
やすい」ことから「それなりの合理的な理由」だけでは正当化理由とならないと判
断したものとされる（169頁）。この理解は、本稿の整理と同じである。
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　 （５）小括
　 　以上のとおり、GL総論の枠組みは、①ブランド間競争が十分に機能
しない状況で、ブランド内競争を減少・消滅させることによって対象
ブランドに係る市場支配力の形成等をもたらすことを反競争性と捉え
るとともに、②ブランド間競争促進を正当化理由とし、正当化を反競
争性とブランド間競争促進の比較衡量に基づき判断するものである（37）。
　 　本稿が理解したGL総論の枠組みを、仮設例を用いて示しておきた
い（38）。
　 　対象ブランドＡ（新規参入ブランド）を特に選好する需要者が相当
数存在している（差別化されている）状況での対象ブランドＡに係る
垂直制限（例えば、対面販売を義務付けることによってインターネッ
ト販売を禁止すること）の弊害要件該当性を検討しよう。同垂直制限
は、差別化によって既存ブランドＢ・既存ブランドＣとのブランド間
競争が十分に機能しない状況で、低価格販売を可能とするインター
ネット販売の禁止（ブランド内競争制限）を通じて対象ブランドＡに
係る市場支配力の形成等をもたらすかもしれない。このことは、対象
ブランドＡを購入する需要者の競争利益を損なう（下図①）。この意
味で、同垂直制限は、反競争性を有する（ただし、その反競争性は、
ブランド内・ブランド間での牽制力の程度に応じて強弱（濃淡）を有
する。）。他方、同垂直制限は、対象ブランドＡの商品説明を通じて、
対象ブランドＡの需要者に利益をもたらす（下図②）のみならず、対
象ブランドＡの顧客獲得力を高めてブランド間競争を促進し、一般需
要者に競争利益をもたらす（下図③）。需要者に対する利益の増加は、
（37）　本文で示したGL総論の枠組みは、GLの記載、平成27年考え方、平成29年考え方
等を完全に整合的に説明し尽くすものではなく、一応の理念型として設定したもの
にとどまる。
（38）　この仮説例は、本稿が理解するGL総論の枠組みを分かりやすく示すよう（その意
味で恣意的に）設定されている。しかし、本稿が理解するGL総論の枠組みは、一般
に当てはまるであろう。
垂直制限（ブランド内競争制限）に関する公取委ガイドライン（徳力） 123
正当化理由となり得る。そこで、反競争性（対象ブランドに係る市場
支配力による競争利益の損失）の程度と正当化理由（ブランド間競争
促進による競争利益の増大）の程度が比較衡量される（39）。
（図：ブランド内競争制限とブランド間競争促進）
ブランドＡ（新規参入） 既存ブランドＢ 既存ブランドＣ
ブランドＡの需要者 その他既存ブランドの需要者
①反競争性＋②効率性向上 ③ブランド間競争促進
ブランド間市場
ブランド内市場
３　GL総論の判断枠組みと各行為類型の関係
（１） 　GL総論の枠組みは、GL第１部第１以下で記載された各行為類
型に関する記載‐例えば、再販売価格拘束に関する記載（「原則
として…違法となる」）‐とどのような関係にあるだろうか。この
点について、例えば「十分整合性のある説明になっているのか改
めて検討する必要がある」旨の問題提起がなされている（40）。
（２） 　一つの理解は、各行為類型に関する記載について、GL総論の枠
組みを各行為類型に適用した結果を踏まえて、各行為類型に係る
より具体化した個別の判断枠組み（GL総論の判断枠組みをより具
（39）　本稿は、GL総論の枠組みが一般的な枠組みと整合的であり得ることを示すにとど
まり、その当否を検討しない。その当否を検討するに当たっては、反競争性に係る
比較法的整合性が論点となり得る。
　　　米国Leegin事件最高裁判決（551 U.S. 877 （2007））は、小売店カルテルに主導さ
れた再販売価格拘束が反トラスト法違反となり得るとしている（対象ブランドに係
るブランド内競争制限をもって反競争性を認めているようにも読める）が、その具
体例として複数ブランドに係る小売店カルテルを例示している（ブランド間競争に
対する弊害を要求しているようにも読める。）。いずれにしても、これらの点に関す
る最近の米国反トラスト法事例を整理した上で、GL総論の枠組みとの整合性を検討
する必要がある。今後の課題としたい。
（40）　根岸哲「独占禁止法における現代的諸論点」（公正取引810号３頁、４頁）
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体化した階層での判断枠組み）を示したものと捉えることである。
この理解によれば、例えば、再販売価格拘束は、行為それ自体を
もって「原則として…違法となる」旨を推定される（特段の事情
がない限り、ブランド内競争・ブランド間競争による牽制力等の
検討を要しない）ことになる。
　　  　しかし、販売方法の制限に関する「それなりの合理的な理由が
認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が課せられ
ている」との記載は、それ自体としては判断枠組みとして機能し
ない（このことは、前記花王化粧品最高裁判決に関して述べたと
おりである。）。そうであれば、各行為類型に関する記載を、GL総
論の枠組みをより具体化した個別の判断枠組みと理解すべきでは
ないであろう。
（３） 　各行為類型に関する記載は、GL総論の枠組みを各行為類型に適
用した結果を踏まえて、弊害要件に該当する傾向性を記載したも
ので、そのことで各行為類型のリスクを表示したものと理解され
得る。例えば、以下のような整理ができる。
　　 α ）　再販売価格維持／価格に関する広告・表示方法の制限にGL
総論の枠組みを適用した場合、通常、それらが強い反競争性を
有すること・効率性向上によるブランド間競争促進によって正
当化されないことから、「原則として…違法となる」との結果を
記載している（そのことで、それら制限のリスクが高いことを
表示している。）。
　　 β ）　責任地域制及び販売拠点制にGL総論の枠組みを適用した場
合、それらの内容がブランド内競争を弱い程度に制限するに
とどまる（その反競争性が弱い）こと・ブランド間競争促進が
あり得ることから弊害要件に該当しないとの判断に至ることか
ら、「通常、・・・違法とはならない」旨を記載している（その
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ことで、それら制限のリスクが低いことを表示している。）。
　 　γ ）　販売方法の制限／選択的流通にGL総論の枠組みを適用した
場合、重要な競争変数を直接に制限しない（その反競争性が弱
い）こと・ブランド間競争促進があり得ることから弊害要件を
該当しないとの判断に至ることから「それなりの合理的な理由
が認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が課せ
られている場合…それ自体は独占禁止法上問題となるものでは
ない」旨を記載している（そのことで、それら制限のリスクが
低いことを表示している。）。
　　  　これらの類型的判断の実質的な当否（特に販売方法の制限／選
択的流通の反競争性を類型的に弱いと前提することの当否）をさ
ておき、このように理解すれば、GL総論の枠組みと各行為類型に
関する記載は、概ね整合したものと捉えられる。
（４） 　この理解は、若干の実践的意義を有する。すなわち、垂直制限に
ついて、行為類型の如何を問わずGL総論の枠組みを適用すべきこ
とになる。この場合、垂直制限が各行為類型のいずれに該当するか
を判断した上で、該当する行為類型に係るGLの記載（「原則として
…違法となる」「通常、・・・違法とはならない」「それなりの合理
的な理由が認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が
課せられている場合…それ自体は独占禁止法上問題となるものでは
ない」などの記載）を判断枠組みとすべきでないことになる（41）。
（41）　根岸・前掲５頁は、「…いずれの場合も（３）に統一するシンプルな基準（引用者
注：市場の画定を要する一般的な枠組み）とするのが体系的整合性の観点から合理
性が認められるように思える」とされる。
　　　白石・独占禁止法は、「・・・実際には同じ弊害要件が妥当し、ただ、実際にはそ
れが満たされやすいと扱われるだけであって、そのことを指して原則違反と呼んで
いる・・・」（407頁）とされる。
　　　佐久間・ガイドラインは、各行為類型を「公正な競争を阻害するおそれが生じる
可能性が小さいものから大きい順に」整理している（66頁）。この整理は、GL総論
の枠組みが垂直制限（価格制限を含む）一般に適用されること、その結果、行為類
型によって弊害要件該当性の傾向性が異なることを示唆している。
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４　個別事例（違反事件・相談事例）での判断枠組み
 　以下では、公取委の違反事件・相談事例において、行為類型の如何を問
わずGL総論の枠組みが適用されていること、又はそのような説明が可能
であることを示したい。最初に非価格制限（販売方法の制限）に係る相談
事例を取り上げ、次にGLが「原則として…違法となる」「原則として公正
な競争を阻害するおそれ」があるとする再販売価格維持及び価格に関する
広告・表示の制限に該当する事例を検討する（42）。
　（１）非価格制限の弊害要件該当性判断
ア 　非価格制限に関する違反事件事例が乏しいため、相談事例を取り上
げる。以下では、平成26年度相談事例⑤及び同事例⑥／平成23年度
相談事例②及び同事例①をそれぞれ対比しつつ整理・検討する。
　 　いずれの相談事例も、販売方法の制限に係るものであり、販売方法
の制限に係る記載（「合理的な理由」・「同等の条件」）を用いた説明が
与えられている（明示では、GL総論の枠組みに基づき判断されてい
ない。）。しかし、それらについても、GL総論の枠組みで理解できる。
イ 　平成26年度相談事例⑤（電子機器メーカーによる対面での説明の義
務付け／ネット販売の禁止）において、相談者の対象ブランドが有力
（上位３位以内）であり、「メーカー間で製品が差別化されている」こ
とが認定されている。これによれば、ブランド間競争が十分に機能し
ない状況であったことが推測される。そして、商品の説明義務（ネッ
ト販売の禁止）が「全ての小売業者に対して」課せられること、ネッ
ト販売で「店舗よりも安い価格」が設定されていたこと（ネット販売
がブランド内の牽制力であったこと）から、ブランド内競争制限（反
競争性）の程度が強かったと推測し得る。また、消費者から操作方法
（42）　垂直制限に係る違反事件・相談事例においては、一般に、垂直制限を採用するに
至った経緯に係る事実が認定されている。これら事実は、反競争性判断・正当化理
由判断に係る考慮要因と考えられる。しかし、GLは、これらについて言及していな
い。本稿も、これら事実を取り上げない。
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に関する問い合わせがほとんど寄せられていなかったこと、ネット販
売の価格に関する苦情が契機になったことを踏まえれば、効率性向上
（商品説明）によるブランド間競争促進が生じない（正当化理由が弱い）
とみられる。このように、反競争性の程度が強く正当化理由が弱いこ
とから、独占禁止法上問題となるとの結論に至ったと理解される（43）。
　 　他方、同年度相談事例⑥（機械製品メーカーによる新商品の機能の
説明の義務付け）において、相談者の対象ブランドが有力（シェア約
40％・第１位）であるものの差別化等が認定されていない（複数の
競争メーカーが存在することが認定されている）こと・制限の内容が
ネット販売を直ちに禁止するものでないことから、ブランド間競争・
ブランド内競争の余地があり反競争性がなかったとみられる。効率性
向上に基づく正当化の可能性が具体的に検討されていない（新商品を
対象とすることが商品説明の必要性を推測させるにとどまる）が、反
競争性がなかったことを踏まえれば、独占禁止法上問題となるもので
はないとの結論に至るであろう（44）。
ウ 　平成23年度相談事例②（医薬品メーカーによる対面での販売の義
務付け／通信販売の制限）においては、相談者の対象ブランドのシェ
アが約90％であったことから、その他ブンドの競争能力が小さくて
ブランド間競争が十分に機能しない状況であったことが推測される。
そして、「通信販売においては、店舗販売に比べて相当程度低い価格
で販売されている」こと（通信販売がブランド内の強い牽制力であっ
たこと）から、通信販売の制限によるブランド内競争制限（反競争
性）の程度が強かったと推測し得る。また、商品説明をしない店舗に
対する出荷停止措置がないこと、通信販売の禁止以外の方法で商品説
明が可能であることを踏まえれば、制限の必要性が疑わしく正当化理
由が弱いとみられる。このように、反競争性の程度が強く正当化理由
（43）　公取委「独占禁止法に関する相談事例集（平成26年度）」（平成27年６月）13頁
（44）　同事例集15頁
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が弱いことから、独占禁止法上問題となるとの結論に至ったと理解さ
れる（45）。
　 　他方、同年度相談事例①（医療機器メーカーによる通信販売の制限）
において、相談者の対象ブランドのシェアが約５％であったが、差別
化（消費者の指名買い）が存在したことから、ブランド間競争が十分
に機能しない状況を推測し得る。しかし、店舗販売で「相当程度低い
価格で販売している者」がいることから、通信販売が制限されてもブ
ランド内競争（ブランド内の牽制力）が機能する余地があった。これ
らから反競争性が弱かったと推測される。さらに、商品（医療機器）
の調整が信頼の維持のために必要であったこと、通信販売では消費者
の体の状態を計測できず調整が困難であったこと、消費者が販売時の
調整を必要としない場合に通信販売を制限しないことから、効率性向
上（信頼維持）によるブランド間競争促進のために必要・相当な手段
である（正当化理由がある）とみられる。このように、反競争性の程
度が弱く、正当化理由の程度が強いことを踏まえれば、弊害要件該当
性が否定され、独占禁止法上問題となるものではないとの結論に至る
であろう（46）。
エ 　以上のとおり、非価格制限に係る相談事例では、明示されないもの
の、GL総論の枠組みに沿って、ブランド間・ブランド内の牽制力の
観点から反競争性が判断され、効率性向上によるブランド間競争促進
の観点から正当化理由が判断され、それらが比較衡量されて弊害要件
該当性判断が行われている、又はそのように説明できる（その結果を
「合理的な理由」・「同等の条件」との文言を用いて説明していると理
解され得る。）。
（45）　公取委「独占禁止法に関する相談事例集（平成23年度）」（平成24年７月）４頁
（46）　同事例集１頁
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　（２） 再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示制限の弊害要件該当
性判断
ア 　GLは、再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示制限を「原則
として…違法となる」としている（GL第１部第１・１（１）及び同
第２・６（３））。以下では、除草剤再販売価格拘束事件（47）及びコン
タクトレンズ価格表示制限事件（48）について、GL総論の枠組みに沿っ
て理解・説明したい。
イ 　除草剤再販売価格拘束事件において、対象ブランドについて、その
知名度が高く、消費者の指名買いの対象になっていたことが認定され
ている。これによれば、ブランド間競争が十分に機能しない状況で
あったとみられる（49）。また、同事件において、多様な販売ルートのう
ち一部取引先（ホームセンター）に対する制限のみが認定されたとこ
ろ、担当官解説は、「一般消費者は…ホームセンターで購入すること
が多い」「ホームセンターにおける小売価格を拘束することにより、
当該商品の価格の維持はおおむね達成されていたのではないか」旨説
明する（50）。このことは、ホームセンター以外の販売ルートがブランド
内の牽制力として機能しなかったことを前提として、ホームセンター
に対する制限のみでブランド内競争制限が生じ得たことを示している
（47）　除草剤再販売価格拘束事件・公取委平成18年５月22日排除措置命令（審決集53巻
869頁）
（48）　コンタクトレンズ価格表示制限事件・公取委平成22年12月１日排除措置命令（審
決集57巻（２）50頁）
（49）　その他再販売価格拘束に係る違反事件は、対象ブランドについて、消費者の認知
度・人気が高いこと、消費者が指名買いすること、大きい市場シェアを有すること
等を認定しており、ブランド間競争が十分に機能しない状況を前提としている。こ
れら事実は、行為要件＝「拘束」性を基礎づける事実と理解されることが多いが、
併せてブランド間競争が十分に機能しない状況を推定させるものである。
　　　天田弘人前掲（注36）は、再販売価格拘束事例について「他のブランドへの乗り
換えが起きにくい市場」が前提となっていると理解している（161頁）。
（50）　甲田健「日産化学工業株式会社による除草剤の再販売価格拘束事件について」（公
正取引673号68頁、71頁）
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（少なくとも、担当審査官は、このような問題意識で審査したことを
示す。）（51）。すなわち、同事件は、ブランド間競争が十分に機能しない
状況を前提としてブランド内競争制限が生じたことをもって反競争性
とする枠組みに沿った事実を認定している（52）。
　 　同事件排除措置命令書及びその担当官解説は、正当化理由判断に係
る記載をしていない。しかし、その他事件に係る担当官解説によれ
ば、再販売価格拘束事件で正当化理由判断が行われることがある。
例えば、キャンプ用品に係る再販売価格拘束事件の担当官解説は、
「…本件ではフリーライド問題の解消（のために）…本件行為を行っ
ていたという実態にはなかったものと判断された」としている（53）。ま
（51）　白石忠志「経済法事例集」（有斐閣、2017年）は、除草剤再販売価格拘束事件に
ついて「担当審査官解説が、『原則違法』と決めつけず、価格維持効果の成否を丁寧
に論じている点が、興味深い」とされる（238頁）。
　　　なお、再販売価格拘束等に係る違反事件のほとんどで、制限の対象となる取引先
が広範又は重要であること（その結果、制限対象とならない取引先からのブランド
内の牽制力が十分に機能しないこと）が前提とされている。例えば、スポーツシュー
ズ再販売価格維持事件・公取委平成10年７月28日勧告審決（審決集45巻30頁）では、
キーアカウントに対する制限が認定されている（それ以外の一般小売店に対する制
限がない）ところ、キーアカウントがトップモデル製品の販売・納期で有利であっ
たことが認定されており、このことからそれ以外の一般小売店を通じた販売ルート
がブランド内で十分な牽制力とならなかったことが推測される。また、天田弘人前
掲（注36）は、資生堂事件（公取委平成７年11月30日同意審決・審決集42巻97頁）を、
「拘束の対象となる販売業者が少数であっても、他の販売業者の価格設定に影響を及
ぼす力を有する者を拘束する場合には、公正競争阻害性が認められる」事例として
紹介している（160頁）。
（52）　最近の再販売価格拘束事件は、現に価格維持効果が生じたこと（「希望小売価格
で・・・販売している」などの事実）を認定している。価格維持効果が生じたこと
は、反競争性（対象ブランドに係る市場支配力の形成等）を基礎づける事実となる。
GLは、現に価格が引き上げられた又は維持されたことを反競争性判断の考慮要因と
して挙げていない（むしろ、「具体的に上記のような状態（引用者注：対象ブランド
に係る市場支配状態）が発生することを要するものではない」旨を確認している（GL
第１部３（２）イ）。これは、実際の価格動向等が要件事実とされることを懸念した
もので、それらを反競争性判断で考慮し得ることを否定していないであろう。
（53）　キャンプ用品再販売価格拘束事件・公取委平成28年６月15日排除措置命令（審決
集63巻133頁）
　　　深町正徳・小菅敦「コールマンジャパン株式会社による再販売価格の拘束事件に
ついて」（公正取引798号62頁、65頁）
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た、トーニングシューズに係る再販売価格拘束事件の担当官解説は、
「仮に、製品間におけるブランド間競争の促進効果を考慮するとして
も・・・本件行為によって生じた競争制限効果を上回るような競争促
進効果があったとは認められない」としている（54）。
ウ 　コンタクトレンズ価格表示制限事件においては、対象ブランドにつ
いて「業界第１位を占めており、第２位以下を大きく引き離している」
こと、「一般消費者の間において高い評価が得られており、指名して
購入する一般消費者が多いこと」が認定されている。これによれば、
ブランド間競争が十分に機能しない状況であったとみられる。また、
担当官解説は、制限対象とならなかった商品・販売ルート（「卸売業
者を経由するケース」）が存在したところ、制限対象となった商品が
有力であったこと・制限対象とならなかった販売ルートが「取引量が
少量の小売業者との取引がほとんど」であったことを示しており（55）、
本件事件は、それらがブランド内の牽制力として十分に機能しなかっ
た（このため、制限対象となった商品・販売ルートの制限をもってブ
ランド内競争を制限し得た）と捉えたとみられる。このように、同事
件は、ブランド間競争が十分に機能しない状況を前提としてブランド
内競争制限が生じたことをもって反競争性とする枠組みに沿った事実
を認定している（56）。
　 　また、同事件排除措置命令書は、正当化理由判断に係る記載をして
いないが、その担当官解説は、「…当該行為は価格以外の側面も含め
（54）　トーニングシューズ再販売価格拘束事件・公取委平成24年３月２日排除措置命令
（審決集58巻（１）284頁）
　　　福田秀一郎・川口真樹「アディダスジャパン株式会社による再販売価格の拘束事
件について」（公正取引741号63頁、67頁）
（55）　大胡勝・稲田和成・山下剛「ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社に対する
排除措置命令について」（公正取引727号91頁）
　　　なお、同担当官解説によれば、制限対象とならなかったルートとして通信販売が
存在したところ、通信販売の重要性（ブランド内の牽制力としての程度）に係る事
実が認定されていないようである（91‐92頁）。
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て特段消費者の利益を向上させるものではなく、その他特別な競争を
促進させる事実も認められていない。…仮にブランド間競争の側面か
らみたとしても、本件の行為によって生じる競争制限効果を上回るよ
うな競争促進効果は認められないもの」としている（57）。
エ 　以上のとおり、最近の再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示
の制限に係る違反事件は、ブランド間競争が十分に機能しない状況で
あったこと、ブランド内競争を減少・消滅させたことを認定し、これ
らに基づいて反競争性判断を行っている。また、担当官は、ブランド
内競争制限とブランド間競争促進を比較衡量して正当化理由の有無を
判断するとの問題意識をもって審査を行っている。
　 　このような理解によれば、それらは、GL総論の枠組みに沿って判
断されていると説明され得る。
５　今後の課題等
　（１）一般的な枠組みとの整合性の意義
 　本稿は、GL総論の枠組みが一般的な枠組みと整合的であり、公取委
の法適用がGL総論の枠組みに沿っていることを指摘した。しかし、こ
のことは、独占禁止法に係る現在の実務に対して直接的又は有意な変更
等をもたらすものではない。それでは、このような整合性の確保は、ど
のような意義を有するであろうか。
 　本稿は、整合性それ自体にいわば体系的な美しさを求めるものではな
（56）　本件事件では、実際の販売価格が引き上げられた又は維持されたとの事実が認定
されず、販売価格の表示が行われなくなった旨の認定がなされている。前記注５の
とおり、GLの「価格維持効果」は、特定事業者が価格以外の競争変数（数量、品質、
技術等）をその意思である程度自由に左右できることも含まれる（「価格」は、多様
な競争変数の代表例として挙げられている。）。そうであれば、販売価格の表示が行
われなくなったとの事実は、違反行為主体がその意思である程度自由に競争変数（重
要な競争手段である価格表示・広告の在り方）を左右し得たこと（反競争性）を基
礎づける事実となる（併せて前注52参照）。
（57）　大胡勝・稲田和成・山下剛前掲（注55）95頁
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い。整合性は、独占禁止法の普遍化可能な規範性・予見可能性の確保、
ひいては同法・その適用に対する信頼の確保のために必須である。この
ことは、法律一般に妥当するであろうが、独占禁止法においてより強く
意識されるべきである。この点について、今後、改めて整理・検討する
こととしたい。
　（２）新たな経済事象に対する独占禁止法の対応
 　独占禁止法は経済事象を対象とし、経済事象は著しく変化し得る。こ
のため、同法・その適用は、新たな経済事象に適切に・迅速に対応しな
ければならない（その例としては、デジタル・プラットフォーム化に伴
う諸問題とそれに対する独占禁止法の対応を挙げることができる。）。
 　そのような状況を踏まえて、今後、本稿で整理・検討したGL総論の
枠組みがそれらに十分対応し得るか否かを検討しなければならないであ
ろう。この際、事例対応・問題解決は、その結果の個別・具体的妥当性
を確保しつつ、GL総論の枠組み・一般的な枠組みに包摂されるもので
あることを要する。仮に現行の枠組みで対応できなければ、新たな枠組
みの構築を模索することになる（新たな枠組みは、より抽象度が高い階
層で、現行の枠組みと整合的なものでなければならない。）。
（帝京大学法学部教授）
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